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１． 全体的な進捗状況及びそれに対する評価 

 

当行は、地元福岡・九州を中心とした地域における事業再生・中小企業金融の円

滑化及び地域の利用者の利便性向上、並びに当行の経営力の強化に向け、平成 17

年 8 月に「地域密着型金融推進計画」を策定し、これまで各施策に積極的に取り組ん

できた。 

18 年度も、17 年度に引き続き、計画したすべての項目について、計画どおり順調に

進捗しており着実に成果をあげている。 

今後も、19 年度からスタートした「中期経営計画 2007～期待を超える銀行に～」に

基づき、中小企業や個人に対する様々な商品サービス品質の向上により顧客基盤の

拡大を図るとともに、統合リスク管理体制の構築による収益力・健全性向上、および地

域の利用者の利便性向上に向けた施策を展開していく。 

 

２．項目毎の進捗状況及びそれに対する評価 

 

（１） 事業再生・中小企業金融の円滑化 

17 年度に引き続き、経営改善支援及び格付の下方遷移の防止に積極的に取

り組んできた。 

18年度下半期は、子会社サービサーと連携して185先（17年4月以降 309先）

の経営改善支援に取組み、11 先（17 年 4 月以降 55 先）のランクアップを実現し

た。また、取引先における経営上の課題解決セミナーの開催（4 回、のべ参加人

数 240 人）、ビジネスマッチング提携先 6 先の新規拡充（17 年 4 月以降 23 先）、

ベンチャー上場志向企業約 10 社への訪問による支援体制説明等など、取引先

の支援を行った。 

    さらに、知的財産権を担保とした融資の取組みやベンチャー支援ファンドへの

出資、債権流動化取組み（13 件 76 億円）等、担保・保証に過度に依存しない融

資を推進し、中小企業金融の円滑化においても積極的な取組みにより成果をあ

げた。 

    また、目利き、経営支援・相談等の行内研修会を実施し、融資渉外担当者を中 

心に 260 名（17 年 4 月以降 582 名）が受講し、地銀協等への外部研修へも9 名

（17 年 4 月以降 38 名）派遣するなど、取引先企業に真のソリューション提供を実

践できる人材の育成に注力した。 

今後も、債権流動化・無担保・動産債権担保等の融資商品拡大や、農業分野

等の特化業種に対する具体的な融資の積極的な取組み、取引先企業に対する

経営相談・支援機能の強化を図り、金融サービスの円滑化に向けさらに注力し

ていく。 
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（２） 経営力の強化 

    17 年度に引き続き、質の高い金融サービスの提供と健全性・収益力の強化の

同時実現を目指して、バーゼルⅡに向けた対応や収益管理システムの開発、法

令等遵守態勢の強化等を進め、態勢整備を着実に行ってきた。 

    18 年度下半期は、バーゼルⅡ導入への対応として、内部格付制度の整備及び

自己資本比率算出態勢の構築、オペリスクにかかる体系構築等を行い、信用リス

クは「基礎的内部格付手法」、オペリスクは「粗利益配分手法」の承認を受ける等、

リスク管理態勢の充実を図った。 

    また、18 年 3 月から新収益管理システムが稼動し、収益管理の分析・ｼﾐｭﾚｰｼｮ

ﾝ機能の高度化を実現した。これにより、ゼロ金利解除、追加利上げに伴う資金

利益への影響額を把握し、金利運営に活用する等、収益管理態勢の整備も計画

どおり進捗している。 

さらに、ガバナンス強化の観点から、財務内容の適正性確認に係る態勢整備

に向けて、有価証券報告書等への「内閣府令確認書」添付実施、及び企業会計

審議会の「財務報告に係る内部統制（日本版 SOX）」の対応に向け行内でプロジ

ェクトチームを組成するなど、態勢整備に着手した。 

    加えて、法令等遵守態勢の強化は経営の最重要課題として取り組んでおり、不

祥事件の温床となる顧客からの無記録預かり根絶に向けた施策の実施や事故防

止監査の集中実施等、より一層の整備・強化に努めている。 

    また、地域企業への IT 化支援（17 年 4 月以降 27 先）、相続業務展開のための

TV 電話の全店設置、インターネットバンキングの機能拡充等、IT の戦略的活用

を積極的に行った。 

    今後も、バーゼルⅡ及び財務内容の適正性確認などの新たなルール対応に向

けた態勢構築を図っていく一方、不祥事件や顧客情報紛失等の事故再発防止

に向けた態勢の充実・強化をより一層図っていく。 

 

（３） 地域の利用者の利便性向上 

17 年度に引き続き、「経営の透明性を確保することが、利用者の信認を高め

る」という意識に基づく顧客視線に立った情報開示、顧客の意見・要望を積極的

に取り入れることによる顧客満足度の向上を図った。 

具体的には、平成18年下半期は、17年度に引き続いてビジュアル化に重点を

おいた理解されやすいディスクロージャー誌の発行を行うと共に、利用者の視点

に立ったホームページのリニュアル等、積極的な情報開示を行った。 

さらに、19 年 2 月に利用者からの質問・相談で頻度が高いものに対して回答事

例集をホームページ上に掲載する等、顧客満足度の向上を図った。 
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また、PFI 事業を通じた地域活性化及び地域再生への貢献に努めた。 

具体的には、地元大学移転に係るＰＦＩ事業への参画や中学校建替えに係るＰ

ＦＩ事業に対するアレンジ業務の検討、地元自治体に対する PFI 事業化アドバイ

スを行うなど、PFI 事業に関するノウハウの蓄積を図り、地元の地域活性化及び地

域再生に貢献するべく注力した。 

今後も引き続き、ステークホルダーに対する情報開示、地域の利用者に対する

満足度の向上、ＰＦＩ事業を通じた地域活性化及び地域再生を積極的に行ってい

く。 

     
３．数値目標の進捗 
 
  地域密着型金融推進計画で掲げた数値目標については、各項目ともに計画通り

順調に推移した。 
 

数値目標設定項目 目標値 
実  績                          

（19 年 3 月末） 
進捗状況 

①不良債権比率 
3％未満                                  

（平成 19 年 3 月末） 
2.4% 

目標比 

0.6% 

②経営改善支援先数 
300 先以上                     

（平成 17 年～18 年度累計） 
309 先 

達成率 

103.0% 

③うちランクアップ先 
50 先以上                      

（平成 17 年～18 年度累計） 
55 先 

達成率 

110.0% 

④中小企業等貸出残高 
36,000 億円以上               

（平成 19 年 3 月末） 
39,384 億円 

目標比 

+3,384 億円 

⑤無担保ビジネスローン等   

新規実行額  

500 億円以上                 

（平成 17 年～18 年度累計） 
602 億円 

達成率 

120.4% 

⑥新規お取引開拓先数 
6,000 先以上                 

（平成 17 年～18 年度累計） 
6,913 件 

達成率 

115.2% 
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４.　個別の取組みの進捗概要

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

1818年年1010月～月～1919年年33月月
の進捗状況の進捗状況

ü地銀協等外部研修派遣　
9名
ü目利き、経営支援・相談

に係る行内研修参加者
260名

ü優越的地位の乱用防止を
目的とした説明態勢強化
策を検討
ü営業店店頭ｱﾝｹｰﾄ実施に

よる顧客意見収集・反映

ü債権流動化取組（実績
13件76億円）

ü ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援ﾌｧﾝﾄﾞへ出資
ü商用車を担保とした動産

担保融資の取扱開始

ü外部専門家との協業でﾛｰ
ﾝﾚﾋﾞｭｰ先に経営改善ｱﾄﾞﾊﾞ
ｲｽを実施

ü当行再生先への出口戦略
検討

ü事業承継、M&A、内部
統制等の経営に関するｾﾐ
ﾅｰを4回開催

ü ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ提携先6先
拡充
ü ﾍﾞﾝﾁｬｰ・上場指向企業と

のﾈｯﾄﾜｰｸ構築

ü ﾍﾞﾝﾁｬｰ支援ﾌｧﾝﾄﾞへ出資
ü知財担保融資実行　　

（1先・150百万円）
ü商用車を担保とした動産

担保融資の取扱を開始

ü地銀協等外部研修派遣38名
ü目利き、経営支援・相談に

係る行内研修参加者582名

ü顧客説明の徹底及び接遇ﾏﾅｰ
に係る研修会実施
ü関連会社からの苦情収集体

制強化

ü債権流動化取組（実績30件
185億円）

ü ｺﾍﾞﾅﾝﾂ付融資商品、ﾐﾄﾞﾙﾘｽｸ
先向け無担保商品の投入
ü新規事業者向け商品の開発

ü外部専門家との協業でﾛｰﾝﾚ
ﾋﾞｭｰ先に経営改善ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを
実施

ü事業再生出口案件２件取組
（52億円）

ü株式公開支援ｾﾐﾅｰ実施
ü外部ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄと連携し、取引

先の経営課題解決ｾﾐﾅｰ実施
ü ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ提携先拡充

ü子会社ｻｰﾋﾞｻｰと協業での経
営改善支援に取組
ü子会社ｻｰﾋﾞｻｰでの小口・ﾘﾃｰ

ﾙ債権の管理回収業務集約化

ü我が国初の動産登記制度を
活用したｱｾｯﾄﾍﾞｰｽﾄﾚﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ
に取組

ü知財担保融資取組
ü ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰによる営業店ｻﾎﾟｰ

ﾄ実施

　　1717年４月～年４月～1919年　年　
33月の進捗状況月の進捗状況

ü計画どおりに進捗
ü研修派遣の継続実施
ü研修内容の深化

ü計画どおりに進捗
ü顧客の声を反映させるｱﾝ

ｹｰﾄ の実施

ü苦情ﾄﾗﾌﾞﾙ情報管理機能
の強化、分析力向上

ü計画どおりに進捗

ü債権流動化・無担保・動
産債権担保等の融資商品
拡大

ü計画どおりに進捗
ü継続的なﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰの取組

ü再生先の今後の成長につ
ながる事業再生策の構築

ü計画どおりに進捗
üﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ提携先拡充

ü市場誘導ﾋﾞｼﾞﾈｽの取組
ü正常先の業況悪化に対す

る早期発見態勢の強化
ü情報提供媒体の充実

ü計画どおりに進捗
üｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙの高度化や

動産・債権担保融資等の
商品開発及び本格推進

　　備考（評価・　　　　備考（評価・　　
　今後の課題）　今後の課題）大項目（小項目）大項目（小項目）

Ø外部研修派遣
Ø行内研修実施
Øﾄﾚｰﾆｰ制度の見直し

Ø外部研修派遣
Ø行内研修実施
Øﾄﾚｰﾆｰ制度の見直し

Ø外部研修派遣
Ø担当者研修会の深化
Ø行内ﾄﾚｰﾆｰ制度創設

（6）　　　　　
人材の育成

Ø行内研修実施
Ø苦情収集体制強化策の検

討・実施

Ø行内研修実施
Ø会議ﾒﾝﾊﾞｰの拡充

Ø苦情収集体制強化策の検
討・実施

Ø行内研修実施
Ø苦情･ﾄﾗﾌﾞﾙ会議ﾒﾝﾊﾞｰ拡充

Ø苦情収集体制強化
Ø監査部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ機能強化

（５）　　　　　
顧客への説明　
態勢の整備、　
相談苦情処理　
機能の強化

Ø動産・債権担保融資の取
組み強化

Ø中小企業に対する新しいﾌｧ
ｲﾅﾝｽ手段構築
Ø制度改正への対応

Ø中小企業に対する新しいﾌｧ
ｲﾅﾝｽ手段検討

Ø無担保商品品揃え強化
Ø動産・債権担保の定型化

商品の検討

Ø外部機関への人材派遣

Ø中小企業に対する新しいﾌｧｲﾅ
ﾝｽ手段の構築

Ø動産、債権などを活用した融
資商品の品揃え強化
Ø財務制限条項の活用強化

Ø保証制度改正への対応

（４）　　　　　
担保・保証に　
過度に依存し　
ない融資の推　
進等

Øﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰ先への取組方針
の提案と実施

Øﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰ選定先の定期的
な見直し
Ø定期的な情報開示

Øﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰ先への取組方針
の提案と実施

Øﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰ選定先の定期的
な見直し
Ø定期的な情報開示

Øﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰの強化と再生手法の
活用

Ø早期警戒態勢の確立
Øｻｰﾋﾞｻｰの有効的活用

Ø業界団体への情報開示

（３）　　　　　
事業再生に向　
けた積極的な　
取組み

Øｸﾞﾙｰﾌﾟ証券会社との連携
によるｺﾝｻﾙ業務の強化

Ø経営改善支援体制の強化

Ø提携証券会社への派遣
Ø外部機関との協業

Øｻｰﾋﾞｻｰ業務の拡充

Øﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ提携先拡充
Øｸﾞﾙｰﾌﾟ証券会社の活用

Ø情報提供手段の拡充
Ø外部機関等との連携強化

Ø経営改善支援体制の強化
Øｻｰﾋﾞｻｰ機能の拡充

（２）　　　　　
取引先企業に　
対する経営相　
談・支援機能　
の強化

Ø動産・債権担保融資の取
組み強化

Ø知財担保融資への取組み
開始

Øｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙの高度化
Øﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞｬｰの活用強化

Ø創業・新事業等への新し
いﾌｧｲﾅﾝｽ手段検討

Øｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙの高度化
Ø営業店支援体制の強化

Ø外部機関との更なる連携
Ø創業・新事業等に対する新

しいﾌｧｲﾅﾝｽ手段の構築

（１）　　　　　
創業・新事業　
支援機能等の　
強化

1818年度年度1717年度年度

スケジュールスケジュール
主な具体的取組策主な具体的取組策

①　事業再生・中小企業金融の円滑化
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４.　個別の取組みの進捗概要

1818年年1010月～月～1919年年33月月
の進捗状況の進捗状況

２．経営力の強化

ü法人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの
「電子証明書方式」導入
ü個人ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞの機

能拡充
üＴＶ電話を活用した相続

業務の全店展開

ü無記録預かり根絶に向け
た施策の実施等、不祥事
件防止対策の実施
ü金融商品取引法施行に向

けた体制整備

üＪ-ＳＯＸ対応で行内横
断的なﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑの組
成及び外部ｺﾝｻﾙの導入

ü収益ﾃﾞｰﾀ、原価計算、信
用ﾘｽｸﾃﾞｰﾀを個社別採算
管理ｼｽﾃﾑに反映

ü基礎的内部格付手法採用
に向けた態勢及び規程類
の整備及び当局申請
ü粗利益配分手法採用に向

けたｵﾍﾟﾘｽｸに係る規程類
の制定及び当局申請

ü17年7月ｺﾝﾋﾞﾆATMｻｰﾋﾞｽ
提携先拡大（142台増加）
ü取引先IT化におけるﾋﾞｼﾞﾈｽ

ﾏｯﾁﾝｸﾞ提携先拡充
ü取引先IT化支援実施　

（27社）

üｲﾝﾀｰﾈｯﾄ専用口座「Net-
One」取扱開始
ü IC・生体認証ｶｰﾄﾞ発行

ü内部監査項目の見直し

ü保険商品等販売時における
管理態勢の強化

ü顧客情報持出の管理強化
üｾｷｭﾘﾃｨ強化ｿﾌﾄ導入によるｾ

ｷｭﾘﾃｨ対策の高度化推進

ü「財務報告に係る内部統制
（Ｊ-ＳＯＸ）」の態勢整
備
ü有価証券報告書への「内閣

府令確認書」添付

ü新収益管理ｼｽﾃﾑ稼動による
格付別・商品別・地区別の
計画策定・実績把握
üﾃﾞｰﾀ検証実施

ü国、地公体、政府出資法人
等対象の内部格付制度整備
ü自己資本比率算出態勢構築

üｵﾍﾟﾘｽｸに係るﾘｽｸ評価・ｼﾅﾘ
ｵ分析実施、規程類制定
ü資本配賦等の経営管理手法

高度化の検討

　　1717年４月～年４月～1919年　年　
33月の進捗状況月の進捗状況

ü計画どおりに進捗
ü顧客の利便性向上を目的と

したｼｽﾃﾑ開発

ü新収益管理・ALMｼｽﾃﾑ稼動

ü計画どおりに進捗

ü不祥事件・顧客情報紛失等
の再発防止に向けて、より
一層、態勢を充実・強化

üｼｽﾃﾑ導入等によるｾｷｭﾘﾃｨ対
策の高度化

ü計画どおりに進捗

ü「内閣府令確認書」添付の
ための社内体制構築
ü「財務報告に係る内部統制

（日本版SOX）」法制化に
向けた文書化全社展開

ü計画どおりに進捗

ü今後は統合採算ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽの
構築を進め、採算管理機能
の更なる高度化を図る。

ü計画どおりに進捗

üバーゼルⅡにおける基礎的
内部格付手法及び粗利益配
分手法の承認完了

ü自己資本比率算出の安定的
な運用及び適切な開示態勢
の確立を図る

　　　備考（評価・　　　　　　備考（評価・　　　
　今後の課題）　今後の課題）大項目（小項目）大項目（小項目）

Ø新ｼｽﾃﾑ試行・稼動
Ø個社別採算管理ｼｽﾃﾑの高

度化

ØｺﾝﾋﾞﾆATM拡大
Ø取引先IT化支援

Øﾀﾞｲﾚｸﾄﾁｬﾈﾙ商品の拡充
Ø不正取引防止対策

ØﾊﾞｰｾﾞﾙⅡ対応

Øﾀﾞｲﾚｸﾄﾁｬﾈﾙ商品の拡充
Ø ITを活用したﾘｽｸ管理・収益管

理高度化

Ø地域企業へのIT支援
Ø共同化によるｼｽﾃﾑ構築の継続

的推進

（５）　　　　　
ＩＴの戦略的活用

Ø規程類の改善

Ø内部監査項目の見直し
Ø環境整備の促進

Ø事故防止監査の実施

Ø顧客情報持出しの管理
強化

Øｼｽﾃﾑ対応強化策検討

Ø研修・指導の継続的実施

Ø内部監査の強化
Ø規程等の見直し

Øシステム対応強化

（４）　　　　　
法令等遵守（コン
プライアンス）態
勢の強化

Ø18年3月期以降の有価
証券報告書･半期報告書
への｢証券取引法上の代
表者確認書｣添付

Ø各所管部における業務
ﾌﾛｰ表・手順書等の策
定
Ø内部確認書における確

認方法等を定めたﾁｪｯｸ
ﾘｽﾄの作成

Ø財務報告に係る規程類の整備

Ø内部確認書用ﾁｪｯｸﾘｽﾄの新設
Ø財務報告の適正性に係る内部

統制の構築・整備

（３）　　　　　
ガバナンスの強化
（財務内容適正性
確認）

Ø収益分析の高度化と施策
への活用
Ø個社別採算管理ｼｽﾃﾑの高

度化

Ø新ｼｽﾃﾑ開発着手

Øｼｽﾃﾑ開発
Øﾃﾞｰﾀ検証

Ø新ｼｽﾃﾑ試行・稼動

Ø収益管理・ALMｼｽﾃﾑ再構築

Ø収益分析の高度化と施策への
活用
Ø個社別採算管理ｼｽﾃﾑ高度化

（２）　　　　　
収益管理態勢の整
備と収益力の向上

Ø予備計算届出

Ø内部統制整備
Ø内部格付手法・粗利益配

分手法の承認申請

Ø内部格付制度の整備

Øﾊﾟﾗﾒｰﾀ推計手法の構築
Ø要件充足の体制整備

Ø資本配賦の高度化検討

ØﾊﾞｰｾﾞﾙⅡにおける先進的な手
法の採用

・信用ﾘｽｸ：基礎的内部格付手法

・ｵﾍﾟﾘｽｸ：粗利益配分手法
Ø資本配賦の高度化検討

（１）　　　　　

　リスク管理態勢
の充実（バーゼル
Ⅱ導入への対応）

1818年度年度1717年度年度

スケジュールスケジュール
主な具体的取組策主な具体的取組策

②　経営力の強化
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４.　個別の取組みの進捗概要

　　　　1818年年1010月～月～1919年年33月月
　　の進捗状況　　の進捗状況

３．地域の利用者の利便性向上

ü政令市発注学校建替PFI事業
に対するﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
業務の検討

ü国立大学法人向け実験施設
設備PFI事業に対するﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄﾌｧｲﾅﾝｽ調印

ü利用者からの質問・相談で
頻度が高いものをﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ
上に掲載

ü外部業者による営業店店頭
のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ調査の実施及び営
業店への結果の還元

ü「地域密着型金融推進計画」
第3回進捗状況公表
ü顧客ﾆｰｽﾞを踏まえたﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

更改

üPFIﾃﾞｯﾄ流動化のｽｷｰﾑ作り
（共同開発）に着手
ü大学研究棟改修整備事業へﾚ

ﾝﾀﾞｰ兼ｴｰｼﾞｪﾝﾄとして参画
üPFI事業入札企業に対するﾌｧ

ｲﾅﾝｼｬﾙｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ業務実施

ü地元自治体に対するPFI事業
化ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ

ü営業店毎の接遇等に関する
公約を顧客向けに宣言

ü顧客からの苦情・要望に対
して、本部で横断的な対策
会議を継続的に実施

ü顧客満足度調査の実施

üより顧客視点を意識した　
ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌の発行
ü国内会社説明会を開催し、ﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞ上で配信

ü顧客ﾆｰｽﾞにあわせたｺﾝﾃﾝﾂ追
加等のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ更改
ü個人投資家向け会社説明会

実施

　　1717年４月～年４月～1919年　　年　　
33月の進捗状況月の進捗状況

ü計画どおりに進捗
üｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ業務の強化

ü情報収集から案件組成
までの役割分担及びノ
ウハウ確立

ü計画どおりに進捗

ü顧客満足度調査分析の
結果に基づく対応

ü計画どおりに進捗

ü県内・個人IRの実施
üﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌・ﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞ・IR等での情報開示
強化

　備考（評価・　　　備考（評価・　　
今後の課題）今後の課題）大項目（小項目）大項目（小項目）

Ø個別案件の取組み検討
Ø当行ｱﾚﾝｼﾞｬｰ案件の取組

み検討

Ø個別案件の取組み検討Ø個別案件への取組み検討
Ø当行ｱﾚﾝｼﾞｬｰ案件の推進

（4）　　　　　
地域再生推進の
ための各種施策
との連携等

Ø顧客満足度調査の実施と
分析・対応

Ø苦情・ﾄﾗﾌﾞﾙの再発・未
然防止策の策定

Ø顧客満足度調査の実施と分
析・対応

Ø苦情・ﾄﾗﾌﾞﾙの再発・未然
防止策の策定

Ø顧客満足度調査の定期実施

Ø外部ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの定期実施
Ø苦情・ﾄﾗﾌﾞﾙの再発・　　

未然防止策の策定

（３）　　　　　
地域の利用者の
満足度を重視し
た金融機関経営
の確立

Ø情報開示手段・内容の拡
充
Ø IR等の継続的実施

Ø情報開示手段・内容の拡充
の検討
Øﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの見直し

Ø IR等の継続的実施

Ø情報開示手段・内容の充実

Øﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの見直し
　（FAQ等の掲載）

Ø IR等の継続的実施

（１）　　　　　
地域貢献等に関
する情報開示

1818年度年度1717年度年度

スケジュールスケジュール
主な具体的取組策主な具体的取組策

③　地域の利用者の利便性向上


